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１．

はじめに

　１９８０年代後半に急速な増加を記録した日本企業の海外直接投資は，１９９０年代

に入り停滞状況が続いているが，製造業を中心とする海外現地法人の事業活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
は地域的 ・業種的なバラッキはあるものの，着実な増加を続けている 。１９９０年

代の海外直接投資の増加が１９８０年代のそれを下回 ったとしても ，１９８０年代の海

外生産動向が続くならば，日本企業の海外生産の比重はさらに高まるものと予
　　　　２）
想される。日本企業の海外生産比率の上昇にともない，日本国内における産業

空洞化の可能性が問題とされている 。

　拙稿（１９８７）では，日本企業の海外直接投資が貿易収支に及ぼす効果の産業

別試算を試みた（以下拙稿を前稿と表記する）。 本稿の目的は，前稿の分析上の制

約と問題点を可能な範囲で修正し，日本企業の海外事業活動が日本の貿易活動

に及ぼしている影響を数量的に考察することにある。以下，２では前稿での分

析方法を検討し，問題点を明らかにした上で新たな分析方法を提示する 。３ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８５）
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４では，海外現地法人の事業活動が日本との貿易取引に及ぼす影響を産業別 ・

地域別に考察する。そして５では，分析結果の検討と今後の課題について述べ

る。

　　１）例えは，通産省『わが国企業の海外事業活動』によると，製造業現地法人の売

　　　上高が１９８７年度では１ ，０４３億ドルであるのに対して ，１９９０年度は１ ，８５１億ドルと年

　　　率平均２１％の増加となっ ている 。

　　２）１９８０年代の海外生産動向については三菱総合研究所経営開発部（１９９２），服部

　　　 ・稲葉 ・森川（１９９２）参照 。

２． 分析方法の検討

　前稿で示した日本企業の海外事業活動による貿易効果の試算方法は，基本的

にはハフハウアー・ アドラー（１９６８）に依拠しているが，具体的方法は日本興

業銀行（１９８４）（以下「興銀」と略記）を採用している。本節では，まず前稿の分

析方法を検討し，その上で本稿で進める修正された分析方法ついて説明するこ

とにしよう 。前稿で考察した直接投資の貿易効果は，資本財輸出効果，原材料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
・部品輸出効果，輸出代替効果，及び逆輸入効果である。試算には基本データ

として，１９８０年度及び１９８３年度の通産省『海外事業活動基本調査』（以下「基本

調査」と略記）を用いている。本稿では，さらに１９８６年度，１９８９年度の「基本

調査」を利用しているが，基本データの扱いについては，詳しくは後に検討す

ることにする 。

　２－１　資本財輸出効果

　海外直接投資の拡大，ないしは新規の海外進出にともない工場建設，機械設

備の導入などのプラントに対して，投資本国から資本財が輸出されるならば ，

貿易収支黒字要因となる。その貿易効果を検討する際に，今期の海外現地法人

での設備投資額が資本財輸出効果の対象となるが，前稿では日本企業の出資比

率にみあう分に日本からの資本財調達比率を掛け合わせたものが，実際に行わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
れた日本からの資本財輸出とみなした。すなわち ，

　資本財輸出＝日本側出資比率にみあう設備投資額

　　　　　　　×日本からの資本財調達比率

ここで，日本からの資本財調達比率は，１９８３年度における主要生産設備調達先

別分布で，日本出資者からのないしは日本出資者以外からの輸入品と回答した

現地法人の社数の割合を用いている。その意味では，実際の金額べ一スでの資

本財調達比率ではなく問題が残るが，ほかに適当な情報を得ることができない 。

　日本側出資比率にみあう設備投資額は，本来ならば次式によっ て与えられる

と考えられる 。

　今期の日本側出資比率にみあう設備投資額：

　　今期の日本側出資比率×今期末の現地法人有形固定資産残高

　　一前期の日本側出資比率Ｘ前期末の現地法人有形固定資産残高　　　（１）

　今期，前期はそれぞれ１９８３年度，１９８０年度である。日本側出資比率として現

地法人の資本金出資比率を用いているが，有形固定資産に対応する出資比率で

はない。ここでも利用可能な統計資料の制約で，資本金出資比率を用いさるを

得ない 。

　有形固定資産は，「基本調査」にも掲載されているが，企業の回答カウァレ

ッジが両年でかなり異なり ，そのままデータを用いることには問題がある。そ

こで前稿では，現地法人の固定資産残高を修正し，それに有形固定資産 ・固定

資産比率を掛け合わせることによっ て修正した有形固定資産を求めた。日本側

出資分に対応する現地法人の固定資産残高は，大蔵省公表の直接投資残高暦年

データから推計した。ただし，「基本調査」のデータは年度べ一スであるため ，

暦年テータの直接投資残高に四半期のフローを加えて年度テータとしている 。

これをもとに，企業の回答カヴ ァレ ッジを考慮した現地法人の有形固定資産残
　　　　　　　　３）
高を作成している 。

　しかし，大蔵省による直接投資残高暦年データは，１９７２年の直接投資残高を

ベンチマークとし，毎年の国際収支表の海外直接投資流出額を積み上げたもの

である。現地法人における投資収益再投資分が除外されているから，固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８７）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
残高を過小評価している可能性がある。本稿では，東洋経済『海外企業進出総

覧』（以下「進出総覧」）と略記）の業種別海外進出企業数を用いて，年度ごとの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）回答企業カウァレソ ジを調整した修正固定資産残高の推計を試みている。つま

り，

　修正固定資産残高＝一社あたり固定資産残高×海外進出企業数　　　　（２）

　　　　　　　　　　　　　（基本調査）　　　　（進出総覧）

となる。以下 ，

　修正有形固定資産残高：修正固定資産残高×有形固定資産 ・固定資産比率

によっ て求めた有形固定資産を（１）式に代入して，日本側出資比率にみあう設備

投資額を推計することになる 。

　２－２　原材料 ・部品輸出効果

　日系企業の海外現地法人の生産開始にともない，生産に必要な原材料 ・部品

が日本から輸入されるならば，日本の貿易収支に対して黒字要因となる。前稿

では，この原材料 ・部品輸出分は，現地法人の日本側出資分にみあう仕入高の

うち日本からの輸入に対応すると考え
，

　原材料 ・部品輸出＝有形固定資産残高×日本側出資比率

　　　　　　　　　　 ×売上高 ・有形固定資産残高比率

　　　　　　　　　　×仕入高 ・売上高比率

　　　　　　　　　　×日本からの仕入高比率

で試算が行われた。この試算方法には３つ検討を要する点があると考えられる 。

　第一に，有形固定資産残高は今期期末の時点で評価されているが，今期の生

産に関しては，今期期首すなわち前期期末の有形固定資産残高で評価されるべ

きであろう 。本稿では，今期期末の有形固定資産残高から今期の設備投資額を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
控除することによって前期期末の有形固定資産残高を推計した 。

　第二に，売上高，仕入高は，年度ごとの企業回答カウァレソ ジに差異がある

ばかりでなく ，同一年度でも仕入高，売上高の回答企業数が異なる。前項で述

べたごとく ，「進出総覧」の海外進出企業数によっ て調整を行うことにした 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８８）
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例えば，売上高の推計については ，

　修正売上高＝一杜当り売上高×海外進出企業数

　　　　　　　　（基本調査）　　（進出総覧）

８７

とする。一社当り仕入高が得られるのは，１９８３年だけであり ，

　修正仕入高：一杜当り仕入高×海外進出企業

で推計が可能であるが，他の年度については，「基本調査」における仕入高 ・

売上高比率（仕入高÷売上高）を係数として修正売上高Ｘ仕入高 ・売上高比率
　　　　　　　　　　　　　　　７）
から修正仕入高の推計値を求めた 。

　第三に，有形固定資産残高をべ一スに原材料 ・部品輸出を算定するならば，

過去から現在までのすべての直接投資を対象として，原材料 ・部品輸出がどの

程度生じているかを考察していることになる。しかし，問題の性格としては ，

ある一定期問の直接投資に対してどれだけの原材料 ・部品輸出効果があ ったか

を検討することの方が，ある時期の貿易効果を考える上で重要であると考えら

れる。上記の試算方法ならは，ある時期の原材料 ・部品輸出効果を過大に推計

することになる。本稿では，下記の試算方法で求められる

　今期の原材料 ・部品輸出額一前期の原材料 ・部品輸出額

を今期の直接投資増加にともなう原材料 ・部品輸出効果とする 。

　２－３　輸出代替効果

　前稿では，ハフバウアー・ アドラーの方法のうち，直接投資による現地生産

にともなう輸出代替効果を主要には古典派仮説，逆古典派仮説について検討し

た。 この他，輸出転換比率にもとづく輸出代替額の試算をも行なっ た。

　古典派仮説のもとでは，日本企業の出資分にみあう現地売上高のうち現地販

売及ぴ第＝国輸出分を輸出代替額とみなしている 。

　逆古典派仮説のもとでは，海外直接投資の代わりに日本で同額の国内設備投

資が行なわれていたら，日本から輸出されていたであろう額を推定している 。

この場合には，輸出自主規制にともなう直接投資の増加が同額の国内設備投資

減少をもたらし，それにみあう輸出減少額が輸出代替額とみなしている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８９）
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　古典派仮説においても ，現地販売 ・第＝国輸出が完全に本国輸出を代替する

わけではない。現地の市場が拡大すれは，輸出代替額は現地及び第三国向け販

売の一部であるか，輸出代替が生じないかもしれない。直接投資による海外現

地法人の現地生産のうち，輸出代替が行なわれる割合，すなわち輸出転換比率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）を， 「基本調査」における設立 ・資本参加趣旨（進出動機）別分布より求めた 。

　これら３つの方法による輸出代替額の算出には，以下のような問題点がある 。

　まず，原材料 ・部品輸出効果の場合と同様，有形固定資産残高が輸出代替効

果の算定べ一スとなっ ているので，輸出代替額をかなり大きくしているように

思われる。本稿では，海外現地法人における今期の輸出代替額一前期の輸出代

替額を算定のべ一スとする 。

　次に，古典派の仮説が妥当するとしても，現地生産のうち現地販売，及び第

三国輸出が全て直接投資によっ て本国輸出を代替したものとみなすのには無理

がある。輸出転換比率にもとづく輸出代替額の方がより現実的であると考えら

れ， 前稿で行なっ た１００％輸出代替のケースの試算は行なわない 。

　第三に，ハフバウアー・ アドラーによれば，投資受け入れ国の市場に競争企

業が存在する場合，直接投資を行なわなかったならば諸外国の競争企業の生産

・輸出増加にとっ て代わられる可能性がある。そして，直接投資によっ て現地

生産が開始され投資本国の輸出が減少したとしても ，直接投資を行なわなか っ

たならは，失っていたであろうと考えられる市場喪失分は輸出が代替されたと

はみなさない。このようなケースを，彼らは逆古典派の仮説と呼んだが，輸出

代替額は

　輸出代替額＝直接投資による現地生産増加額

　　一直接投資を行なわなかった場合に失ったと考えられる市場喪失分

となる。しかし，前稿で行なっ た試算方法は，この考え方とは異なる。前稿で

の方法は先にも述べたように，直接投資が行なわれなかった場合と比較して日

本からの輸出が減少した分を輸出代替額とみなしている。ハフバウアー・ アド

ラーの方法は，本稿のようなデータ分析では取り扱うのには限界があり ，逆古

典派の仮説はここでは考察しない。したがって，輸出代替効果に関わり ，試算

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９０）
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を行なうのは輸出転換効果に限定され，古典派の仮説を前提することになる 。

　２－４　逆輸入額

　海外現地生産の開始ないしは直接投資増加にともなう海外生産増加は，投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
本国への逆輸入を促進する効果を持つ。この効果を表す指標としては，海外売

上高のうち日本向け販売額がこれにあたるとし，前稿では日本側出資分にみあ

う有形固定資産残高に売上高 ・有形固定資産比率（売上高÷有形固定資産残高）

と日本向け販売比率（日本向け輸出額÷売上高）を掛け合わせたものを逆輸入額

としている。この試算方法についても ，原材料 ・部品輸出効果で述べた理由か

ら

　今期の逆輸入額一前期の逆輸入額

を今期の直接投資にともなう逆輸入効果とみなすことにする 。

　　 １）興銀の分析は，日本の対米直接投資を対象としており ，日本と第三国との貿易

　　　効果についても検討しているが，本稿では第三国の効果を含めた分析は考察しな

　　　い。この点については，今後の課題でふれることにする 。

　　２）「基本調査」では金額については円表示となっ ているが，試算ではドル表示で

　　　あらわしている。１９８３年度における「基本調査」では，海外現地法人の事業活動

　　　内容を円表示の金額で報告を調査対象企業に依頼し，現地の通貨を当該年度末の

　　　為替レートで円に変換する方法をとっ ている。本稿では，この円表示の金額を当

　　　該年度末の円 ・ドル為替レートでドル表示の金額に変換している 。

　　３）詳細については稲葉（１９８７）ｐ．２４８参照 。

　　 ４）　日本の海外直接投資統計の利用をめぐる問題点については，稲葉（１９８９）参照 。

　　５）「進出総覧」の海外進出企業数は，海外進出企業のほとんどを網羅していると

　　　考えられている 。

　　６）「基本調査」の企業アンケート項目によれば ，

　　　　今期期末の有形固定資産残高＝前期期末の有形固定資産残高十今期の設備投資

　　　とな っている。今期の設備投資額は「基本調査」から得ることができるが，年度

　　　ごとに企業の回答カヴ ァレ ッジに差異があるので，次のような調整を行った 。

　　　　　今期の設備投資額＝一社当り設備投資額×海外進出企業数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（進出総額）

　　　　　　　　　　　　　 ×設備投資回答杜数÷海外進出企業数

　　　　　　　　　　　　　　　　（基本調査）　　　（基本調査）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９１）
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　　　全ての企業でプラスの設備投資を行っていた場合，設備投資額は一社当り設備

　　投資額に海外進出企業数（「進出総覧」）を掛け合わせたものとみなすことができ

　　る。しかし，実際には資本の一部を徹退したり ，設備投資なしの企業もありうる 。

　　さらに掛け合わせる調整係数として，「基本調査」における設備投資回答社数を

　　海外進出企業数で除したものを用いた。当該調査では，前者の社数が明かに海外

　　進出の社数より少ない 。

　７）ただし，１９８６年度については，仕入高の回答企業数が著しく低下していると考

　　えられるので，１９８７年度の仕入高 ・売上高比率を用いた 。

　８）ただし，この輸出転換比率は，回答全体に対する当該項目の社数の割合を用い

　　ており ，現地生産に対する輸出代替額でない点にデータ上の制約があるといえる 。

　　稲葉，前掲書ｐ．２５１参照 。

　９）ただし，貿易の対象財が非競争輸入的性格を持ち，従来よりもっ ぱら輸入に頼

　　らなければ国内供給が困難であ った場合には，安定的な供給を確保する目的で被

　　投資国での現地生産が開始ないしは増加をするかもしれない。しかし，日本にお

　　ける需要量に変化がなければ，被投資国の現地法人以外からの輸入がほぽ同額だ

　　け減少することによっ て相殺される可能性もある。日本にとっ ては農林漁業，鉱

　　業などの資源開発型の性格を持つ場合には，このケースに該当する。次節の試算

　　は，輸出代替効果，逆輸入効果の対象を製造業に限定して議論を進めることにす

　　る。製造業については，ごく一部を除いては日本国内において技術的には生産可

　　能で，一般的には日本企業が海外企業と市場獲得で競争をしていると考えてよい

　　であろう 。

３． 海外現地法人の現地生産と貿易効果

　本節では前節で検討した分析方法にしたがい，日本企業の海外事業活動が貿

易取引に及ぼす効果を産業別に検討する。考察の対象となっ ている産業は，表

１のごとく分類されているが，輸出代替効果と逆輸入効果については製造業に

限定される。分析のための基本統計である「基本調査」は１９８０年度，１９８３年度
，

１９８６年度，１９８９年度が利用可能である。ある一定期問の直接投資を３年間の有

形固定資産残高の変化で把握し，１９８１～８３年度，１９８４～８６年度，１９８７～１９８９年

度の３期問を分析の対象とする。前稿では，日本の海外事業活動を対全世界と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９２）
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　　　表１　産　業　分類

９１

農　林　漁　業

鉱　　　　業
製　　造　　業

　食　　料　　晶

　繊　　　　維

　木材　紙 ・パ

　化　　　　学

　鉄　　　　鋼

　非鉄金属
　一般機械
　電　気　機　械

　輸送機械
　精密機械
　そ　　の　　他

商　　　　業
そ　　の　　他

農業，林業，漁 ・水産業

非金属鉱業，石炭 ・亜炭鉱業，原油 ・天然ガス鉱業

食料品製造業

繊維工業，化学工業のうち化学繊維製造業

木材　木製品製造業，ハルフ　紙　紙加工品製造業

化学工業（化学繊維製造業を除く）

鉄鋼業
非鉄金属製造業

一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

精密機械器具製造業

家具 ・装備品製造業，出版 ・印刷 ・同関連産業，ゴム製品製造業，なめし

革・ 同製晶 ・毛皮製造業，窯業 ・土石製晶製造業，金属製品製造業，石油

・石炭製造業，その他の製造業

サービス業，建設業，その他

資料 ：通産省［第２１回わが国企業の海外事業活動』ｐ ．２

　　　　　　　　　　　　　　　　表２
（単位売上高は億円，設備投資は百万円）

法人企業数 一社当り売上高 一社当り設備投資

項目
業種 北米 アジア 北米 アジア 北米 アジア

農　林　漁　業 １６ ２９ ３６ ５ ５４６ ４７

鉱　　　業
４２ ５ ８ ５８ ５１４ ２

建　　設　　業 ５０ １３７ ５６ １７ １４６ ２５８

製　　造　　業 ８１１ １， ７５５ １４９ ４１ １， ４５５ ５５３

商　　　　業 ７５０ ６２９ ３９ １３ ２９７ １２７

サービス業
１７６ １５１ １７ ２ ３４６ ４６１

そ　　の　　他 ４４２ ２２２ １８ ４ ４１３ １３９

合　　　　計
２， ２８７ ２， ９２８ ８６ ６ ７８８ ４２０

資料 ：表１と同じ 。

したが，直接投資のもつ性格は同一業種であ っても対象地域によっ て異なる 。

本稿では，対象地域として，北米，アジアを取り上げることにする。表２は

１９９０年度におけるそれぞれの地域での海外現地法人の主要業種別分布状況，一

社当たり売上高，一社当たり設備投資額を示している。アジア地域では相対的

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９３）
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に製造業分野が多く ，北米地域では相対的に商業，サービス業，金融 ・保険 ，

不動産（その他産業に分類）などの活動ウェイトが高い。この傾向は１９８０年代を

通じてほぼ共通している。売上額，設備投資額でみる限り ，アジア地域の方が

北米地域より進出規模は多くの業種で小さい。後にみるように，アジア地域へ

の方が北米地域へより進出件数が多いにも関わらず，進出規模が小さいため ，

海外事業活動に伴う貿易効果は北米の方が絶対額では大きくあらわれている 。

　以下，海外直接投資による４つの貿易効果とそれらの総合効果を産業別に検

討することにしよう 。

　３－１　資本財輸出効果

　資本財輸出額は，表３にみることく最初の二期間（１９８１～８３．１９８４～１９８６）に

ついては，アジア地域の方が北米地域より大きくあらわれている。特に第二期

目では，５１億ドルの資本財輸出効果のうち２８億ドルは製造業から ，２１億ドルは

表３　資本財輸出効果
（百万ドル）

北　　　　米 ア　　ジ　　ア

１９８１－８３ １９８４－８６ １９８７－８９ １９８１－８３ １９８４ －８６ １９８７－８９

農林漁業 ０ ０ Ｏ 一〇 ０ ３

鉱　　　　業 ０ Ｏ ０ １１ ０ １

製　造　業 ４８３ ６２３ ７， ５４４ ９６４ ２， ７７２ ３， ０６０

食　料　品 １１ ５ ５ ２８ ２ ３６

繊　　　維 Ｏ ０ ２７３ ６６ １６８ ０

木材 ・紙 ・バ １９ ０ ６７ １５ ０ ０

化　　　学 １９ ３５ ４３ ８５ １３５ １４７

鉄　　　鋼 ５７ ６２ ３３８ １４４ ０ ０

非鉄金属 ０ １ ３０ ２７７ ２６７ １， ３９３

一般機械
４４ ３２ ５６１ ０ １， ０８４ Ｏ

電気機械
１３８ ４３２ ７７２ １１ ５９５ １， １１８

輸送機械
８７ ０ ２， ４６７ １１９ ３７０ １２８

精密機械 １ ９ １７ ４ ５５ ３４

雑貨その他 １０６ ４５ ２， ９７２ ２１５ ９７ ２０４

商　　　　業 ０ ６ ６９ ５８ １８１ ６７６

そ　　の　他 Ｏ ９９ ３１ ２５１ ２， １４３ ３， ２８２

合　　　　計 ４８３ ７２８ ７， ６４４ １， ２８３ ５， ０９５ ７， ０２２

（５９４）
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その他産業から発生している。製造業では，　般機械，電気機械，非鉄金属な

どが主要な業種となっ ている。第三期目になると ，北米における資本財輸出効

呆が大きくあらわれ，輸送機械，その他製造業がその主要な役割を呆たしてい

る。

　２－１で検討したように，資本財輸出効果は，期問内の有形固定資産変化 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
日本側出資比率，資本財調達比率を掛け合せて得られる。日本側出資比率は一

部の業種を除いては，大きな変化はなく ，試算結果に大きな影響を及ぼしてい

るとは考えられない。日本からの資本財調達比率は，１９８９年度の製造業につい

てアジア地域が４４％，北米地域が２１％と両地域問でかなりの差があり ，アジア

地域への資本財輸出効果が大きくなる傾向がある。その上，期間内の設備投資

額すなわち有形固定資産額の変化が大きい業種ほど，資本財輸出効果は大きく

あらわれる。実際に第三期目に，北米地域の輸送機械に対する資本財輸出が増

加した背景には，資本財調達比率が３５％と北米地域では繊維の６８％についで高

いことも影響しているが，１９８６年以降の直接投資の急激な増加を反映している

と考えられる 。

　３－２　原材料 ・部品輸出効果

　表４より海外生産にともなう日本からの原材料 ・部品輸出効果は，絶対値で

はすべての期問にわた って北米地域の方がアジア地域よりも大きい。しかし ，

第二期目の効果を実際の貿易収支との比率でみると ，北米地域では５ ．４％，ア

ジア地域では２０．２％とアジアに対する貿易効果の方が大きい。北米地域では ，

第三期目に製造業への日本からの原材料 ・部晶輸出増加が３００億ドルを越えて

いる。この額は，１９８７～８９年の日本の対北米貿易収支黒字１ ，４００億ドルの２１％

を占めている。このうち約半分が輸送機械現地法人への輸出からなり ，自動車

輸出に対する貿易摩擦等に対処して海外現地法人の設立，ないしは生産増加を

はかったにも関わらず，その成果が十分にあらわれていないことを示している 。

原材料 ・部品の日本からの調達が全般的に高いのは電気機械，ついで一般機械

となっ ており ，機械工業における部品調達の多くは日本から供給されてること

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９５）
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表４　原材料 ・部品輸出効呆
（百万ドル）

北　　　　米 ア　　ジ　　ア

１９８１－８３ １９８４－８６ １９８７－８９ １９８１－８３ １９８４ －８６ １９８７－８９

農林漁業 ０ ０ 一〇 一４ 一２ ２

鉱　　　　業 １０ 一１０ ０ 一４ ２ ２

製　造　業
２， １１４ ６， ６７１ ３０ ，９３０ 一１０２ ４， ２２４ ２， ５７７

食　料　品 ２５ 一２６ ３４ ２ ８ ９

繊　　　維 ０ １４ 一６ 一１７１ ４０ ３５

木材 ・紙 ・パ Ｏ 一０ １９ １ 一３ １

化　　　学 １６５ 一１０８ １４５ ２７ ５５３ 一１７１

鉄　　　鋼 １１０ ４１４ 一３０２ １０２ 一２６ 一１４

非鉄金属
５２ 一５２ ２２５ ２ 一２７ ３１４

一般機械
６６９ ３１９ １， ２２８ 一４２ ６３４ 一３８５

電気機械
１， ２７８ ３， ５０７ ９， ４０９ １４３ １， ７９５ １， ６９３

輸送機械 ８ １， ５０３ １５ ，２７８ 一３４ ７８８ ７４１

精密機械 １ １６５ １８１ 一２２０ ４３０ 一３５８

雑貨その他 一１９６ ９３４ ４， ７１９ ８９ ３１ ７１３

合　　　　計 ２， １２４ ６， ６６２ ３０ ，９２９ 一１１０ ４， ２２４ ２， ５８０

になる。アジア地域においても，最初の期間を除けば北米地域と同様，電気機

械， 輸送機械現地法人への日本からの部品供給が大部分を占めている 。

　原材料 ・部品輸出は有形固定資産残高，日本側出資比率，売上高 ・有形固定

資産比率，仕入高 ・売上高比率，日本からの仕入高比率によって規定される 。

北米地域における輸送機械現地法人の日本からの仕入高比率は，１９８０年度の

６１％から１９８９年度の４７％に減少し，ローカル ・コンテンツ（現地調達比率）は
　　　２）
上昇した。日本側出資比率，仕入高 ・売上高比率は，１９８７～８９年度にかけては

ほとんど変化しておらず，売上高 ・有形固定資産残高は３０％近くに減少してい

る。 この限りでは，第三期における輸送機械現地法人への多額の原材料 ・部品

輸出の増加を説明することはできない。逆に，有形固定資産残高は３年問で２５

倍以上の伸びを示しており ，急速な海外生産拡大に対応すべく原材料 ・部品の

日本からの輸出が大幅に増加したものと考えられる。電気機械の場合は，日本

側出資利率の上昇（８２％から９３％へ），および輸送機械ほどではないが２倍以上

有形固定資産の伸びによる原材料 ・部品輸出の上昇とみなすことができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９６）
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　３－３　輸出代替効果

　輸出代替効果については，輸出転換比率のとらえ方に応じて２つの試算を行

った。第一のとらえ方は前稿で用いた方法であるが，現地法人に対する進出動

機アンケート１０項目のうち現地資源が豊富で生産が容易，労働力利用 ・コスト

減， 輸出入にともなう為替リスクの回避と３項目のいずれかに答えた社数の割

合を輸出転換比率とみなしている（以下ケース１と略記）。 第二のとらえ方は ，

現地政府の産業育成保護上現地生産が有利という項目を第一のとらえ方に加え

たもので，日本興業銀行（１９８４）がこの方法を採用している（以下ケース２と略

記）。 現地政府が保護政策をとっ ている場合に輸出代替が働くか否かは議論の

分かれるところであり ，前稿では輸出代替の性格を有していないと判断し，輸

出転換比率に含めなかった。しかし，発展途上国を多くかかえる地域では，現

地政府が輸入代替政策をとっ ているため現地生産を進めるケースもかなりあり ，

ケース２も考慮する必要があろう 。ここでは，ケース１ ，２双方における輸出

代替の試算を試みた 。

　表５は，ケース１の輸出代替効果をあらわしている。北米においては，第一

二期にはあまり輸出代替効果は働いていない。第三期になると ，輸送機械，電

気機械を中心に輸出代替効果が大きく働くことになり ，それぞれ７３億ドル，３３

　　　　　　　　　　　表５　輸出代替効果（ケース１）　　　　　　　 （百万ドル）

北　　　　米 ア　　ジ　　ア

１９８１－ ８３ １９８４ －８６ １９８７－８９ １９８１－８３ １９８４ －８６ １９８７ －８９

製　　造　　業 ８ ２５２ １８ ，４２５ 一１ ，５８５ ４， ４１４ ４， ６５８

食　料　品 ７５ ２５４ ２１６ 一４１ １９４ １０４

繊　　　維 １ 一２９ ８１ 一６５ １１４ ７２

木材 ・紙 ・パ 一１６２ ９８ ３４６ 一１４ ４ 一９

化　　　学 一１１３ ６４ ８９３ 一６４ ４５３ ２４

鉄　　　鋼 ５５ 一１５ ４５３ 一２５ ２８ ４０

非鉄金属 一１６０ 一５９ ２７３ 一８９ ３２０ ７７１

一般機械
８９ ４１ ７２７ 一１６４ ６４３ 一３５３

電気機械
１７５ 一６１６ ３， ２８８ 一５３２ １， ７２２ ２， ２９９

輸送機械 ８ ７８８ ７， ２８７ 一１０ ３１７ ９５７

精密機械 一１ １２ ６３ 一２７０ ３１０ ９１

雑貨その他 ３９ 一１２ ４， ７９７ 一３１１ ３１０ ６６２

（５９７）
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億ドルを示している。第三期における製造業業全体の輸出代替額１１８億ドルは

この期問の対北米貿易収支黒字の８４％程度になる。アジア地域では，第一期

には輸出代替効果がマイナスになるものの，第二，三期には，電気機械を中心

に輸出代替が働き ，製造業全体ではそれぞれの期において４４億ドル，４７億ドル

を記録している。両時期における日本の対アジア地域に対する貿易収支黒字は ，

それぞれ２０２億ドル，５４３億ドルであるから ，それぞれ２１ ．８％，８．７％を占めて

おり ，輸出代替効果は北米地域よりアジア地域の方が強く働いているといえる 。

　輸出代替効果は，有形固定資産残高の成長率，日本側出資比率，売上高 ・仕

入高比率，輸出転換比率に依存する。北米地域での輸送機械，電気機械の輸出

転換比率は，第三期においてはそれほど大きな変化を示していない。むしろ前

稿で述べたことく ，有形固定資産残高の成長率の上昇が輸出代替効果を大きく

したものと考えられる。アジア地域においては，前節で述べたごとく電気機械

の有形固定資産の大幅な増加，日本側の出資比率，輸出転換比率の上昇で輸出

代替効果を説明することができよう 。輸送機械については，売上高 ・有形固定

資産残高の６０％増加によるものと推測しうる 。

　次に，ケース２における輸出代替効果を検討すると ，北米 ・アジア両地域と

も第二，三期にはケース１の効果より大きくなる（表６参昭）。 特に北米地域で

　　　　　　　　　　　表６　輸出代替効果（ケース２）　　　　　　　 （百万トル）

北　　米 ア　ジ　ア
１９８１－８３ １９８４－８６ １９８７－８９ １９８１－８３ １９８４ －８６ １９８７ －８９

製　造　業 一５６３ ２， ０２１ ２３ ，２６８ 一６４２ ５， ０９９ ５， ６５１

食料晶
１６３ １５９ ２８４ 一１９ １５７ １２８

繊　　維 一７ 一３６ ９４ 一８５ ２０８ 一１３８

木材 ・紙 ・パ 一１１６ ６３ ４５７ 一７ 一１６ 一１８

化　　学 一７８ １０４ １， １２４ 一５ ８６５ 一３１０

鉄　　鋼
５１ １５２ ３８８ 一９ 一１ 一２

非鉄金属 一１９２ 一２６ ２９１ 一３８ ３８５ １， ０６９

一般機械
６０ １４８ ９４８ ７ ６５３ 一５７１

電気機械 一４９１ １４３ ３， １３１ 一１４４ １， ７５９ ２， ６８１

輸送機械
４２ １， ２３３ １０ ，３７９ 一３６ ８４５ １， ６８４

精密機械 一１ ４３ ４３ 一１１０ １３７ １１３

雑貨その他 ７ ３８ ６， １２８ 一１９５ １０７ １， ０１４

（５９８）
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は， ケース２の製造業全体の輸出代替額がケース１の場合の２倍を越える水準

となる。アジア地域の場合は両ケースで北米地域ほどの大きな違いはない 。

　このように，輸出転換比率をどの範囲まで対象にするかによっ て輸出代替額

は大きく異なることになる。さきにも述べたように，輸出転換比率は，海外現

地法人の進出動機にもとづく該当項目の企業の割合であるため，実際に生じた

額を基礎にしているものではない。したがって，上記のうちとちらのケースの

輸出転換比率がより現実に妥当するかの判断はきわめて困難である 。

　３－４　逆輸入効果

　海外現地法人の生産拡大にともなう逆輸入効果を表７に示している。北米地

域では，第一期目にはプラス，マイナスの業種が互いに相殺しあ って，製造業

全体としては逆輸入効果はゼロに近い。第二期目には，逆輸入効果は若干プラ

スとなり ，第三期目には効果が大きくあらわれる。製造業全体として８２億ドル

となり ，特に木材　紙 ・パルプ，化学なとで逆輸入効果の半分以上を占めてい

る。 アジア地域においては，第一期目はマイナスでその大半は電気機械である 。

第二期目には，プラスの効果が北米地域より大きくあらわれるが，第三期目に

はその逆となる。第三期目の逆輸入額の大半は，輸送機械から生じている 。

　　　　　　　　　　　　　　表７　逆輸入効果　　　　　　　　　　　（百万ドル）

北　　　　米 ア　　ジ　　ア

１９８１－ ８３ １９８４－８６ １９８７－ ８９ １９８１－８３ １９８４ －８６ １９８７－８９

製　造　業 一６２ ６９７ ８， ２０６ 一３ ，１９７ １， １４２ ２， ６６９

食　料　品 一１０９ １５３ １３０ 一５４ １５０ 一４０

繊　　　　維 一３２６ ５３ ７ ６２ ９１ ６０

木材 ・紙 ・パ 一４１１ ８０１ ３， ９８９ １６ 一３６ ４

化　　　学 １８９ ４５８ １， ６７２ １ ２ ２０６

鉄　　　鋼 ３９ 一８６ ４４ 一１１ 一９ ３

非鉄金属 一１３９ ２６９ ９４６ 一１０ ３６３ ６６

一般機械
２０ ７５ １７９ 一６４６ ４９６ 一３６５

電気機械
１９７ 一２０３ １１２ 一２ ，７６６ １０９ ２， ４０１

輸送機械 一４９０ ３１ ８８３ 一３３ ８１ 一２７

精密機械
９８ 一１６６ 一４７ １６８ 一１０７ ３３

雑貨その他 ８６９ 一６８９ ２９０ ７４ ２ ３２９

（５９９）
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　逆輸入額は，有形固定資産残高の変化，日本側出資比率，売上高 ・有形固定

資産比率，日本への輸出比率に依存する。北米地域の木材 ・紙 ・パルプの逆輸

入額が第三期目の大幅に増加したのは，直接投資の大幅な拡大による。木材 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
紙・ パルプの海外生産は，日本への供給のための資源開発型投資の性格が強い 。

次に，化学製品の逆輸入額の増加は，第二期目に出資比率が大きく上昇したこ

とによるものと考えられる（７２％から９４％）。 アジア地域での輸送機械の第三期

目の逆輸入額増加は，売上高 ・有形固定資産比率の増加による 。

　３－５　総合効果

以上の日本企業の海外事業活動にともなう ，４つの貿易効果を総合するとど

のような結果になるだろうか。表８ ，９は輸出代替効果の２つのケースに応じ

た総合効果を示している 。

　まず，ケース１について主要な特徴を検討しよう 。北米地域では，食料品 ，

表８　貿易効果（ケース１）
（百万ドル）

北　　　　米 ア　　ジ　　ア

１９８１－８３ １９８４－８６ １９８７－８９ １９８１－８３ １９８４ －８６ １９８７－８９

農林漁業 ０ Ｏ 一０ 一５ 一２ ５

鉱　　　　業 １０ 一１０ Ｏ ７ ２ ２

製　　造　　業 ２， ６５１ ６， ０７１ １１ ，８４３ ５， ６４４ １， ４４０ 一１ ，６９０

食　料　品 ７０ 一４２７ 一３０７ １２４ 一３３４ 一１９

繊　　　維 ３２５ 一１０ １７８ 一１０２ ４ 一９７

木材 ・紙 ・パ ５９２ 一８９９ 一４ ，２４９ １４ ２９ ６

化　　　学 １０８ 一５９４ 一２ ，３７８ １７５ ２３４ 一２５４

鉄　　　鋼 ７３ ５７６ 一４６１ ２８２ 一４５ 一５７

非鉄金属
３５０ 一２６０ 一９６４ ３７７ 一４４３ ８６９

一般機械
６０３ ２３５ ８８３ ７６８ ５７９ ３３４

電気機械
１， ０４４ ４， ７５９ ６， ７８０ ３， ４阜２ ５５９ 一１ ，８９０

輸送機械
５７８ ６８４ ９， ５７５ １２８ ７６０ 一６０

精密機械 一９５ ３２８ １８１ 一１１５ ２８２ 一４４８

雑貨その他 一９９７ １， ６８１ ２， ６０４ ５４１ 一１８４ 一７５

商　　　　業 Ｏ ６ ６９ ５８ １８１ ６７６

そ　　の　　他 ０ ９９ ３１ ２５１ ２， １４３ ３， ２８２

合　　　　計
２， ６６１ ６， １６６ １１ ，９４２ ５， ９５５ ３， ７６３ ２， ２７５

（６００）
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　　表９　貿易効果（ケース２）

９９

（百万ドル）

北　　米 ア　ジ　ア
１９８１－ ８３ １９８４ －８６ １９８７－ ８９ １９８１－ ８３ １９８４ －８６ １９８７－８９

農林漁業 ０ ０ 一０ 一５ 一２ ５

鉱　　業
１０ 一１０ ０ ７ ２ ２

製造業
３， ２２１ ４， ５７６ ６， ９９９ ４， ７０１ ７５５ 一２ ，６８３

食料晶
一１８ 一３３２ 一３７５ １０３ 一２９７ 一４３

繊　　維
３３３ 一３ １６５ 一８２ 一９１ １１２

木材 ・紙 ・パ ５４６ 一８６５ 一４ ，３６０ ７ ４９ １５

化　　学
７３ 一６３５ 一２ ，６０８ １１６ 一１７９ ８０

鉄　　鋼
７８ ４０９ 一３９６ ２６６ 一１６ 一１４

非鉄金属
３８３ 一２９３ 一９８３ ３２６ 一５０８ ５７２

一般機械
６３２ １２８ ６６３ ５９７ ５６９ ５５２

電気機械
１， ７１０ ３， ９９９ ６， ９３７ ３， ０６４ ５２２ 一２ ，２７２

輸送機械
５４４ ２３８ ６， ４８３ １５４ ２３２ 一７８８

精密機械 一９５ ２９７ ２０１ 一２７５ ４５５ 一４７０

雑貨その他 一９６５ １， ６３１ １， ２７３ ４２４ ２０ 一４２６

商　　業 ０ ６ ６９ Ｏ ６ ６９

そ　の　他 ０ ９９ ３１ Ｏ ９９ ３１

合　　計
３， ２３１ ４， ６７１ ７， ０９９ ４， ７０４ ８６０ 一２ ，５７６

木材 ・紙 ・パルプ，化学は，第一期を除けは日本の貿易収支にはマイナス効果

となっ ている。木材 ・紙 ・パルプ，化学は，逆輸入額が第三期目に大幅に増加

したことにより ，それぞれの貿易収支が４２億ドル，２４億ドルのマイナスと赤字

幅が拡大している。鉄鋼，非鉄金属もプラスからマイナスに転じているが，鉄

鋼の場合は原材料 ・部品輸出の減少，非鉄金属の場合は逆輸入の増加が大きく

作用している。機械工業はプラスの効果を持ち，特に電気機械，輸送機械はそ

のプラスの効果が大きい。第三期目には輸出代替効果が強く作用するにも関わ

らず，それ以上に原材料 ・部晶の輸出効果がプラスに働くため，貿易収支に大

きなプラス効果をもたらしている。電気機械，輸送機械のプラス効果を除くと

海外事業活動の拡大による全体としての貿易収支はマイナスになるが，これら

２業種で大幅な貿易収支黒字効果をもたらしている 。

　アジア地域では，第一期目には電気機械での逆輸入減少効果が大きく働き ，

全体としての貿易収支は５６億ドルの黒字となる。第二期目には輸出代替効果が

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０１）
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大きく作用するため，原材料 ・部品輸出効果，資本財輸出効果の増大にも関わ

らず貿易黒字幅は減少し，第三期目にはマイナスとなる。直接投資が大幅に拡

大した第二，三期の北米地域とアジア地域における貿易効果は大きく異なる 。

北米地域では，原材料 ・部品輸出効果が輸出代替効果より大きく働き ，直接投

資の拡大が日本の貿易収支に黒字の効果をもたらしている。逆に，アジア地域

の場合には，輸出代替効果の方が原材料 ・部品輸出効果より強く働くため，当

初は対アジア貿易収支黒字効果をもたらすが，黒字幅は次第に滅少し赤字に変

わる 。

　さて，ケース２の場合には予想されるように，輸出転換比率がケース１の場

合より大きいから，両地域において輸出代替効果がさらに作用する。北米地域

では貿易収支黒字幅は小さくなり ，アジア地域では第三期目の貿易赤字がさら

に拡大することになる。輸出代替効果は，とくに両地域とも日本の主要な輸出

産業である電気機械，輸送機械において顕著にあらわれている 。

４． 商業の海外現地法人と貿易取引

　４－１　商業現地法人の売上規模

　前節では，日本企業の海外事業活動の貿易効果を農林漁業，鉱業，製造業を

中心にみてきた。海外現地法人の活動を売上高でとらえた場合，その主要業種

別構成比は表１０で示される 。

表１０北米 ・アジア地域における売上高業種別構成比
（単位 ：％）

北　　　　米 ア　　ジ　　ア

１９８０ １９８３ １９８６ １９８９ １９８０ １９８３ １９８６ １９８９

農林漁業
０．２ Ｏ．７ Ｏ．３ Ｏ． １ Ｏ． ５ Ｏ．４ Ｏ．２ Ｏ．２

鉱　　　　業
０． １ Ｏ．８ Ｏ． １ Ｏ． ３ Ｏ． １ ０． ３ ０．４ １１ ．９

製　造　業
８． ９ １９ ．５ １７ ．９ ２７ ．８ ４１ ．３ ３６ ．９ ４４ ．８ ３５ ．５

商　　　　業 ９０ ．７ ７４ ．４ ８０ ．５ ６９ ．４ ５７ ．７ ５９ ．８ ５２ ．３ ４５ ．９

そ　の　他
Ｏ． １ ４． ６ １． ２ ２．４ ０．４ ２． ６ ２． ３ ６． ５

資料 ：通産省［第１～４回海外投資統計総覧」より 。

（６０２）
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　まず第一に，北米地域では商業の占める割合が極めて高いことが特徴的であ

る。 それに対して製造業のウェイトは最も高い最近でも商業の４割程度である 。

最近になっ て３０％近くになっ たものの，商業の売上高の半分にも満たない。ア

ジア地域は，北米地域ほどではないにしても ，商業の占める割合の方が製造業

より高い。１９８９年度になっ て鉱業と製造業とを合わせてようやく商業の売上高

に匹敵するほどになっ ている。北米地域の海外現地法人の売上高が全世界に占

める割合は，１９８０年度で５３％，１９９０年度で４３％であり ，商業の海外現地法人の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
貿易取引は毎視しえないほとの規模に達している。物的な財を生産する日系企

業の海外現地法人が，日本の親会杜あるいは関係会杜と貿易取引を行う場合 ，

企業問の直接的な取引だけでなく ，それ以上のかなりの部分が商業の現地法人
　　　　　　　　　　　　　　　　５）
を介して行われていると推測される。そのため，海外現地法人と本社企業の農

林漁業，鉱業，製造業間の貿易取引としてはあらわれてこない部分がかなりあ

ると判断しうる 。

　４－２　商業の海外現地法人と貿易取引

　製造業などと同じように，海外事業活動の貿易効果を検討することは産業の

性格上困難であるが，商業の海外現地法人が貿易取引に果たしている役割を検

討することは可能であり ，重要なことであると考えられる 。表１１，１２は，北米

地域，アジア地域での商業の海外現地法人が輸出入，貿易収支に果たしている

役割を試算した結果である。表の試算には次のような方法がとられた 。

　「基本調査」には，商業の海外売上高とともに，商業現地法人が取り扱う品

目別に売上高の販売先別構成比，仕入高の調達先別構成比の情報を記載してい

る。

　売上高は現地販売，日本への輸出，第＝国への輸出に分けられ，日本への輸

出比率は商業取引による日本の輸入を試算する基礎となる。仕入高は現地調達 ，

日本からの輸入，第二国からの輸入に分けられ，日本からの輸入比率は商業取

引による日本の輸出を試算する基礎となる。これらのデータは，企業の回答カ

ヴァレッ ジの違いからそのままの利用では，年度ごとの比較をすることができ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）
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表１１商業の貿易効果　北米
（百万ドル）

輸　　　　　出 輸　　　　　入 貿　易　収　支

１９８１－８３ １９８４－８６ １９８７－８９ １９８１－ ８３ １９８４－８６ １９８７ －８９ １９８１－８３ １９８４－８６ １９８７ －８９

農林漁業
３， ７１２ 一３ ，６６３ 一１９ 一２２１ ６， １０３ １， ７２１ ３， ９３３ 一９ ，７６６ 一１ ，７４０

鉱　　　　　業 ３， ６０２ 一１ ，４８１ 一９５０ 一５４４ 一７１８ 一４ ，５４０ ４， １４６ 一７６２ ３， ５９０

製　　造　　業 ８， １２５ ６７ ，２２９ 一１８ ，１７７ 一１ ，４６１ 一２ ，３３７ 一７ ，８８５ ９， ５８５ ６９ ，５６６ 一１０ ，２９２

食　料　品 ６１５ ４， ８７７ 一８５８ 一１４３ ３， ９９５ 一１８６ ７５８ ８８２ 一６７１

繊　　　維 ３， ５２６ 一２ ，３３４ 一４４９ 一２４ 一１３４ ７６ ３， ５４９ 一２ ，２００ 一５２６

木材・紙 ・ノヤ １３４ 一１４９ ６６ 一１７９ ２， ２７６ 一２ ，８６４ ３１３ 一２ ，４２５ ２， ９３０

イヒ　　　学 ７５４ 一７７９ ８６２ 一４３ 一５４８ ３７５ ７９６ 一２３１ ４８７

鉄　　　　鋼 ２， ４１８ 一４８７ 一２ ，４６１ 一３ 一５７ ５５ ２， ４２１ 一４３０ 一２ ，５１５

非鉄金属 ７１４ ２， ２７６ 一３ ，２０３ 一１１１ １， ７０８ 一３ ，４３５ ８２５ ５６８ ２３２

一般機械
８４９ 一１ ，６２９ ５， ５１９ 一１５２ 一２ ，４３０ 一１４５ １， Ｏ０１ ８０１ ５， ６６４

電気機械
１， １０８ ３６ ，６９８ 一１９ ，５３３ 一２０ ９４９ 一３５８ １， １２８ ３５ ，７４９ 一１９ ，１７６

輸送機械 一５０７ １７ ，７９９ 一１ ，６２０ 一１９ ８０３ 一３８９ 一４８９ １６ ，９９５ 一１ ，２３１

精密機械 一５５０ ９， ６６０ 一５ ，４３９ 一１６ 一２８３ ２２４ 一５３３ ９， ９４２ 一５ ，６６３

雑貨その他 一９３５ １， ２９７ ８， ９３９ 一７５１ 一８ ，６１７ 一１ ，２３９ 一１８５ ９， ９１４ １０ ，１７７

合　　　　計 １５ ，４３８ ６２ ，０８６ 一１９ ，１４６ 一２ ，２２６ ３， ０４８ 一１０ ，７０４ １７ ，６６４ ５９ ，０３７ 一８ ，４４２

ない。海外売上高は「基本調査」から得られる一社当たり売上高に東洋経済の

「進出総覧」の企業数を掛け合わせたものに修正した 。

　修正売上高＝一社当たり売上高×進出企業数

　　　　　　　　　（基本調査）　　（進出総覧）

　そして各品目別修正売上高は

　品目別修正売上高＝修正売上高×品目別売上高構成比

によっ て求め，さらに品目別修正仕入高は

　品目別修正仕入高＝品目別修正冗上高×品目別仕入高 ・売上高比率

によっ て求めた。商業取引による各品目別輸出，輸入はそれぞれ

　商業の輸出：晶目別修正仕入高×日本からの輸入比率

　商業の輸入：品目別修正売上高×日本への輸出比率

で試算を行った 。

　商業の貿易取引は，それぞれの時期で異なっ た試算結果となっ ている。まず ，

北米地域では，商業の貿易収支が第一期目で１８０億ドルの黒字，第二期目が５９０

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）
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　表１２　商業の貿易効果　アジア

１０３

（百万ドル）

輸　　　出 輸　　　入 貿易収支
１９８１－ ８３ １９８４－８６ １９８７－８９ １９８１－８３ １９８４－８６ １９８７ －８９ １９８１－ ８３ １９８４ －８６ １９８７－ ８９

農林漁業
２８４ 一２８９ 一〇 ２７７ 一６１６ ２８７ ７ ３２７ 一２８７

鉱　　業
５４ ４， ７３７ 一４ ，７７８ 一２ ，０２８ ５， １１３ １４ ，９８３ ２， ０８２ 一３７６ 一１９ ，７６１

製　造　業 一９ 一２ ，９９５ ６， ７３１ 一１ ，２６３ ＿２ ，０２９ １５ ，３７７ １， ２５４ 一◎！；８ 一９ ，８４８

食料品
１４９ 一１０９ １８５ ３９ 一２４６ ４９１ １１１ １３８ 一３０６

繊　　維
３９９ 一３１３ ４３５ ３９３ 一３５５ ８９９ ６ ４２ 一４６４

木材 ・紙 ・パ １６７ 一１８６ １５８ 一２１４ 一１７１ ３２２ ３８１ 一１４ 一１６４

化　　学
１７３ 一３５７ ５８ ４４７ 一４９６ １７９ 一２７４ １３９ 一１２１

鉄　　鋼 一２０４ １５ 一６２ ２５ 一１８ ３４８ 一２２９ ３３ 一４１０

非鉄金属
９６ 一５８ ５３４ ２３８ 一２９７ ８７８ 一１４２ ２３９ 一３４４

一般機械 一３２１ 一３１７ ８９９ ４６０ 一４６６ １５ 一７８１ １４８ ８８４

電気機械
１６９ 一７４１ ２， １６５ ６９ 一９５ １８９ １００ 一６４５ １， ９７６

輸送機械 一７２ 一８２３ ９５１ ２６ 一３１ 一１ 一９８ 一７９２ ９５１

精密機械 一４０８ １０９ ７２０ 一１７４ 一１９ ９２２ 一２３４ １２８ 一２０２

雑貨その他 一１５７ 一２０５ ６８９ 一２ ，５７０ １６６ １１ ，１３６ ２， ４１３ 一３７１ 一１０ ，４４６

合　　計
３２９ １， ４６３ １， ９５３ 一３ ，０１４ ２， ４６８ ３０ ，６４７ ３， ３４３ 一１ ，００６ 一２８ ，６９４

億ドルの里字，第二期目が８４億ドルの赤字となっ ている。第一 二期目の黒字
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
額は，それぞれ対北米黒字総額の実に４５％，４８％を占めるに至っている。第一

期目の黒字幅のうち，半数以上は製造業から生じているが，その主要な業種は

繊維，鉄鋼などである。残りの半分近くは農林漁業，鉱業からで，第二次の石

油価格の大幅な引き上げ以降，一次産晶に対して節約効果が働いた結果と考え

られる。第二期目にはいると ，一次産品に対する収支は赤字になっ ているが ，

製造業では大幅な収支の黒字になっ ている。黒字の大半は主要な輸出業種，電

気機械，輸送機械，精密機械からなり ，この時期の対北米，とりわけアメリカ

に対する多額の輸出を反映している。逆に，第三期目の貿易収支の赤字は ，

１９８５年のプラザ合意以降の急速な円高による日本企業の輸出競争力の低下によ

ると考えられる。しかし，前節での貿易効果と商業の貿易収支を重ね合わせて

みても ，直接投資による海外進出が巨額な対北米貿易黒字の解消を第三期で行

い得たと判断しがたい 。

　アジア地域では，それぞれの貿易効果は全体の収支でみる限り ，北米地域と

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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同様の傾向を持っているが，結果のもつ意味は対象的である。特に，第三期目

には，海外進出による貿易効果は輸出代替的に作用しているようにみえる。商

業の輸入はこの時期に大幅に増加しているからである 。

　ところで，１９９０年代に入り日本の貿易収支の黒字幅は拡大をしたが，その拡

大の先は北米地域に対して向けられるよりも ，欧州，アジア地域に対し黒字幅

が拡大している。北米地域に対しては，輸出代替効果が効き始めたのか，そし

て欧州，アジア地域は近年の海外生産の増加にともない原材料 ・部品輸出効果

が強く作用しているのか，あるいは直接投資にもとづかない他の諸要因が原因

なのかについてはここでの分析をさらに検討する必要がある 。

　商業海外現地法人の貿易取引の中には，海外進出にともなう貿易効果がかな

り含まれていると推測しうるが，表の解釈には注意を要するものと思われる 。

例えば，アジア地域における第三期目に鉱業での輸入が急増しているが，日系

企業の海外現地法人が原油等の輸入取引の扱い量が増加したことを反映してい

るにすぎないかもしれない。また，海外商事会社の設立によっ て商業海外現地

法人の取扱い量が増加したとしても，輸出企業の現地での輸出拡大を単にはか

るにすぎないだけであるかもしれない。その場合には，海外進出が現地での物

的な生産を行うことにはつながっておらず，前節で述べたような直接投資によ

る貿易効果の検討がほとんど無意味となる。商業の海外現地法人の貿易取引が

どの程度まで，日系企業の物的な海外生産と関連した取引であるのかを数量的

に把握するためには，他の統計的情報が必要とされるであろう 。

　　１）試算における期間内の資本財調達比率は，最初の年度の資本財調達比率と最後

　　　の年度の資本財調達の平均値を用いた。すなわち，最初の期問１９８１～８３年の資本

　　　財調達比率は，１９８０年度の資本財調達比率と１９８３年度の資本財調達比率の平均値

　　　である 。

　　２）ローカル ・コンテンソの具体的数値は，とのように把握するかによっ てかなり

　　　異なり ，一致した考え方はない。ここでは，仕入高に占める現地調達額の割合を

　　　もっ てローカル ・コンテンツとした 。

　　３）木材 ・紙 ・パルプの有形固定資産残高は，第三期には１２倍以上に伸びている 。

　　４）同様に，アジア地域の売上高は，１９８０年度，１９９０年度でそれぞれ全世界の１７％ ，

　　　１６％となっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０６）



　　　　　　　　日本企業の海外事業活動と貿易効呆（稲葉）　　　　　　　　１０５

５）１９８４年度現在，本社企業が製造業で北米現地法人も製造業である比率は５９％ ，

　北米現地法人が商業である比率は３３％に達している。日系企業が海外での市場開

　拓をはかる場合，現地企業と直接取引をするよりも ，多くの場合，現地に商事会

　社を設立して現地企業との取引関係を作っていることを反映していると考えられ

　る 。

６）第一 二期目の対北米貿易収支は，それぞれ４０２億ドル，１ ，２３７億ドルを記録し

　ている 。

５． ま　と　め

　本稿では，１９８０年代の日本企業の海外進出が日本の貿易取引に与えた影響を ，

４つの貿易効果に分けて産業別貿易効果の試算を試みた。その際，前稿の分析

上の制約と問題点をできる限り修正して，北米地域とアジア地域への効果を相

互に検討し，比較した。試算結果によれば，本稿で用いた分析期間内では，北

米地域では直接投資による海外生産が輸出代替を持つが，それ以上に原材料 ・

部晶輸出効果が作用し，貿易摩擦の解消にはそれほど有効ではなかったと考え

られる。それに対してアジア地域では，直接投資がある程度輸出代替的に働い

ていたと思われる。ただし，すでに述べたごとく ，輸出転換比率をどの基準で

とるのか，言い替えると輸出代替をどの範囲で考えるのかによっ て輸出代替の

程度は異なっ てくるため，数量的な基準では断定的なことはいえない。最後に ，

今後の課題に据えるべき本稿の分析の限界を２点指摘することにしよう 。

　第一に，本稿での直接投資による輸出代替効果は，ハフバウアー・ アドラー

における古典派の仮定にもとづいていた。そして，試算に用いた輸出転換比率

は海外進出企業に対する進出動機のアンケートにもとづいているため，現実に

生じたと考えられる輸出代替とは必ずしも一致しないし，すでに述べたように

輸出転換比率をどの基準でとるのかによっ ても結果は異なっ てくる。実際にあ

る時期に輸出代替が作用した程度は，現地国での市場規模の変化にも依存する 。

稲葉 ・森川（１９９２）では，マクロ計量モデル分析で輸出関数に市場規模の変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）
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を含めた代替効果の計測を試みている。本稿での分析方法に従うならば，例え

ば， 北米地域での当該業種の市場規模の変化などを日本企業の現地生産の拡大

の程度と比較して，輸出代替率を推計することが必要となろう 。

　第二に，本稿では対象にしなかったが，日本企業の海外進出による競争力の

変化を検討するためには，第＝国への波及効果を含めた分析が必要となる。例

えは，北米での現地生産の拡大が，欧州などの第＝国への輸出拠点として作用

するかもしれない。その際，仮に日本から欧州への輸出が減少したとしても ，

日本企業の競争力が低下したのではなく ，北米からの輸出を通じて競争力を保

持していることになる。このような問題に関連する分析は通産省（１９９０）にも

みられるが，このような多国籍問にまたがる企業の競争力を分析するためには ，

一国を中心とした貿易取引の収支で把握するのには限界があり ，企業の所有者

べ一スにもとづくディアンヌ ・ジ ュリウス（１９９０）による方法が有効であると

考えられる。ただし，本稿とは異なっ た視角から検討する必要があり ，稿を改

めて論ずることにしたい 。
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